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○議長（茅沼隆文） 

 皆さん、おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１２名です。定足数に達しておりますので、これより平成２

９年開成町議会、９月定例会議第４日目の会議を開きます。 

午前 ９時００分 開議 

 早速本日の日程に入ります。 

 本日は決算認定について、一般会計から特別会計まで、順次説明を担当課長に求

める予定としております。よって、町三役は出席しておりませんので、御承知おき

ください。 

 それでは、昨日に引き続き、認定第１号 決算認定について（一般会計）から、

認定第７号 決算認定について（水道事業会計）まで、及び議案第２９号 平成２

８年度開成町水道事業会計未処分利益剰余金の処分についての計８議題を一括議題

といたします。 

 日程第１ 認定第１号 決算認定について（一般会計）の細部説明を担当課長に

求めます。 

 財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

 認定第１号 決算認定について。地方自治法第２３３条第３項の規定により、平

成２８年度開成町一般会計歳入歳出決算は、別冊のとおりにつき、監査員の意見を

つけて認定を求めます。 

 平成２９年９月５日提出、開成町長、府川裕一。 

 それでは、決算書、表紙の次のページをお開きください。決算に係る手続につい

て、御説明をいたします。 

 上段の部分は、地方自治法第２３３条第１項の規定により、一般会計ほか五つの

特別会計の歳入歳出決算書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書が、平成

２９年７月１０日に会計管理者から町長に提出された際の書面でございます。  

 下段の部分は、提出された決算書類等を地方自治法第２３３条第２項の規定に基

づいて、平成２９年７月１４日に町長が監査委員に提出し、審査を求めた際の書面

でございます。 

 次のページをお開きください。町長から監査委員に提出された一般会計及び特別

会計に関する決算書類等について、地方自治法第２３３条第２項及び２４１条第５

項の規定に基づき実施された決算審査に関する意見書が諸点の指摘を含め、平成２

９年８月３日に監査委員から町長に提出をされております。 

 ４ページ先へとお進みいただきたいと思います。平成２９年６月２９日に地方公

営企業法第３０条第２項の規定により、水道事業会計に係る決算書類が町長から監

査委員に提出された際の書面でございます。 

 右のページになります。提出された水道事業会計に係る決算書類に係る決算書類

等に対して、地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき実施された決算審査に
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関する意見書が指摘を含め、平成２９年８月３日に監査委員から町長に提出をされ

ております。 

 次に、ピンクの差し込みの部分をお開きください。平成２８年開成町一般会計歳

入歳出決算書。続いて、１ページになります。 

 一般会計歳入歳出決算総額、歳入、歳入予算現額５６億４，４３３万３，４４８

円、歳入決算額５５億９，１１６万３，６７６円。 

 歳出、歳出予算現額５６億４，４３３万３，４４８円、歳出決算額５３億５３０

万３，５３４円、歳入歳出差引額２億８，５８６万１４２円、うち基金繰入額０円。  

 平成２９年９月５日提出、神奈川県足柄上郡開成町長、府川裕一。 

 次の２ページ、３ページをお開きください。平成２８年度一般会計歳入歳出決算

書の歳入になります。 

 １款町税から４ページ、５ページ、２０款町債まで、歳入合計予算現額５６億４，

４３３万３，４４８円、調定額５６億４，２１６万２，２１１円、収入済額、５５

億９，１１６万３，６７６円、不納欠損額１２６万７，４１１円、収入未済額４，

９７３万１，１２４円、予算現額と収入済額との比較、マイナス５，３１６万９，

７７２円となりました。 

 ６ページをお開きください。歳出は１款議会費から８ページ、９ページ、１３款

予備費まで、歳出合計予算現額５６億４，４３３万３，４４８円、支出済額、５３

億５３０万３，５３４円、翌年度繰越額１億５，８９５万８，５８０円、不用額１

億８，００７万１，３３４円、予算現額と支出済額との比較、３億３，９０２万９，

９１４円となりました。 

 戻りまして、予算現額と支出済額との比較、３億３，９０２万９，９１４円とな

りました。歳入歳出差引残額は、２億８，５８６万１４２円です。 

 それでは、歳入歳出事項別明細につきまして、順次、御説明を申しあげます。決

算書を参照しながら、歳入歳出決算事業別説明書を主体に御説明をさせていただき

ます。 

 決算書では、１２ページ、１３ページ、事業別説明書２ページ、３ページをお開

きください。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 それでは、歳入、町税から御説明申しあげます。町税の中の町民税でございます

が、町民税の現年分からの御説明となります。個人町民税は、１月１日を基準日と

して、居住者に課税されるものでございます。給与等の所得に課される均等割及び

所得割と、土地、建物、株式など、資産の譲渡により生じた所得に対して課税され

る分離譲渡からなってございます。 

 引き続き、個人町民税の御説明でありますが、個人町民税の現年度分の徴収率は、

９９.５％となってございました。 

 続きまして、滞納繰越分は、平成２７年度以前の滞納額となります。徴収率は、

２４．８％でございました。 
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 続きまして、町民税の法人町民税、現年度分となります。法人町民税につきまし

ては、均等割と法人税割で構成されてございますが、均等割につきましては、町内

に事務所や事業所がある法人の従業員数、資本金等により課税した法人町民税の均

等割ということでございます。合計で３３２社、４，４７０万８，１００円でござ

いました。また、法人税割につきましては、町内に所在します事務所や事業所があ

る法人の法人税額に基づき課税した法人町民税でございます。こちらにつきまして

は、資本金等の金額がこちらの３種類の金額によりまして、税率が定まってござい

ます。こちらにつきましては、合計で２５３社、１億４，８４３万９，０００円の

収入でございました。なお、法人町民税の現年度分の徴収率は、９９.９％でござい

ます。 

 滞納繰越分につきましては、徴収率が０.５％でございました。続きまして、固定

資産税でございます。固定資産税は、土地、家屋、償却資産、配分からなってござ

います。これも基準日は１月１日であります。本町内に所在する固定資産を基準日

現在で所有されている方を納税義務者として課税してございます。税率は１.４％で

ございます。土地で１万５，６５１筆分、家屋で６，１２９棟分でございます。ま

た、償却資産では、１７４工場、事業所分、配分は、対象としては、償却資産にな

りますが、県知事配分で２社、総務大臣配分で６社の課税でございました。 

 なお、固定資産税の現年度分の徴収率は９９.６％でございます。固定資産税の滞

納繰越分でございますが、徴収率は３４.５％でございました。 

 続きまして、国有資産等所在市町村交付金及び納付金でございます。こちらにつ

きましては、国有資産等所在市町村交付金法第２条に規定する資産に対しまして、

その年の前年、３月３１日を基準日として、その資産が所在する市町村に交付され

るものでございます。 

 国有資産分といたしまして、土地が２筆、これは財務省管轄の土地でございます。

また、県有資産分としては、償却資産でございますが、こちらにつきましては、企

業庁所有の三保ダムの放流警報施設でございまして、償却資産１件でございました。 

 １ページおめくりください。続きまして、軽自動車税でございます。軽自動車税

は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車、小型二輪車からなってございま

す。原動機付自転車につきましては、町税条例第２８条に規定する当該年度の４月

１日現在で登録されている原動機付自転車に課税したものでございます。税率等は

こちら記載のとおりとなってございます。合計で１，０２４件、２１５万７，１０

０円でございます。 

 続きまして、軽自動車でございます。こちらにつきましても、４月１日現在で登

録されている軽自動車に課税したものでございます。税率につきましては、近年の

税法改正等によりまして大変複雑となってございますが、こちら、大きく分けて４

種類の税率となってございます。合計で３，９７３件、２，７８１万１，６００円

でございました。 

 小型特殊自動車でございます。こちらにつきましても、４月１日現在で登録され
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ている小型特殊自動車に課税したものでございますが、こちらにつきましては、ト

ラクター等の農耕作業用のもの、それと工場等でよく使われてございますが、フォ

ークリフト等の小型特殊自動車ということで課税してございますが、合計で１３９

件、３９万３，１００円でございました。小型二輪車につきましても、４月１日現

在で登録されている２５１ｃｃ以上による小型二輪車に課税をしてございます。こ

ちらにつきましては、合計で２０９件、１２５万４，０００円でございました。  

 町たばこ税につきましては、町内で消費されたたばこに対して課税した町たばこ

税でございます。こちらにつきましては、旧３級品と旧３級品以外ということで、

１，０００本あたりを対象として税率が定まってございますが、実績につきまして

は、旧３級品以外が、２，２３５万２，９６３本、旧３級品が９６万８，０６０本

でございました。 

○財務課長（田中栄之） 

 続きまして、２款地方贈与税になります。一つ目、地方揮発油譲与税、１，０４

６万６，０００円です。国税として徴収される揮発油税の全額の１００分の４２を

市町村の道路延長、面積に応じて交付されるものでございます。 

 次に、自動車重量譲与税２，５３６万８，０００円、国税として徴収される自動

車重量税の１，０００分の４０７が市町村の道路延長、面積に応じて交付されるも

のでございます。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 続きまして、利子割交付金になりますが、こちらにつきましては、４ページ、５

ページと６ページ、７ページにかけて利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所

得割交付金が記載されてございますが、この三つの交付金につきましては、いずれ

も徴収したものを市町村に係る個人住民税の額に応じて市町村に交付されるもの、

失礼しました。県で徴収したものを、市町村に係る個人住民税の額に応じて市町村

に交付されたものでございます。 

 利子割交付金につきましては、前年比１８１万７，０００円のマイナスでござい

ました。 

 配当割交付金につきましては、前年比４４０万５，０００円のマイナスでござい

ました。 

 株式譲渡割交付金につきましては、前年比マイナス９５７万６，０００円でござ

いました。 

○財務課長（田中栄之） 

 続きまして、６款地方消費税交付金、２億７，３８５万２，０００円、消費税８％

のうち、１．７％とは地方消費税として都道府県が収納してございます。そのうち

２分の１が人口と従業員数の割合で市町村に交付をされます。なお、そのうち、１

億１，０５３万３，０００円は、社会保障財源化分として交付され、社会保障４経

費に要したものでございます。 

 続いて、決算書は１６ページに移ります。７款自動車所得税交付金、１，５６０
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万６，０００円、こちらは都道府県が自動車の取得に対し課する税であり、県収納

額の６６．５％が市町村の道路延長、面積に応じて交付されるものでございます。 

 ８款地方特例交付金、減収補てん（住宅ローン減税分）特例交付金１，１７０万

７，０００円、所得税から控除し切れない住宅ローン控除分を住民税から控除する

措置がとられております。その住民税の減収分を補てんするためには交付されるも

のでございます。 

 ９款地方交付税、一つ目、特別交付税３，６８７万５，０００円、普通交付税で

措置されない個別、緊急の財政需要に対する財源不足額に見合いの額として算定さ

れ、交付されるものでございます。 

 同じく普通交付税、２億９，８０７万４，０００円、本来、地方の税収とすべき

ものでございますが、団体間の財源の不均衡を調整するため、全ての地方団体が一

定の水準を維持し得るように財源を保障する見地から、国税として国がかわって徴

収し、一定の合理的な基準によって再配分をしているものでございます。  

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 続きまして、１０款交通安全対策特別交付金でございます。交通反則金を原資と

いたしまして、道路交通安全施設整備のための経費として交付されております。前

年度に比べまして１４万５，０００円の減額となっております。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、分担金及び負担金、児童福祉費負担金でございます。１節放課後児

童利用保護者負担金現年度分、こちらは放課後児童クラブ利用料の保護者負担分の

現年分となってございます。徴収率は９７.５％でございます。 

 ２節が、同じく滞納繰越分となってございます。徴収率は２４.５％でございます。 

 ３節、子ども・子育て支援給付費保護者負担金現年度分、こちらは保育所入所の

措置を行った児童の保育料の保護者負担金の現年分でございます。徴収率は９９ .

０％となってございます。 

 ４節、こちらも同じく滞納繰越分でございます。徴収率は４２.１％となってござ

います。 

○環境防災課長（山口健一） 

 続きまして、２目衛生費負担金でございます。生ごみ処理器設置費負担金になり

ます。キエーロ、１６件分でございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、幼稚園費負担金、１節のびのび子育てルーム事業利用保護者負担金

現年度分でございます。こちらは３歳児の健やかな成長などを目的に、開成幼稚園

で実施するのびのび子育てルーム事業の保護者負担金現年度分でございます。利用

料金については、一人につき月額２，０００円となってございます。徴収率は９９.

７％でございます。 

 ２節が、同じく滞納繰越分でございます。徴収率は１００％となってございます。  

○教育総務課長（橋本健一郎） 
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 続きまして、１款使用料及び手数料、２目総務使用料でございます。１、町民セ

ンター使用料９０万４，８７８円、これにつきましては、町民が生涯活動やコミュ

ニティの場として提供したものでございまして、こちらの使用料となってございま

す。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 ８ページをお願いいたします。商工使用料、瀬戸屋敷使用料でございます。これ

は瀬戸屋敷の主屋、土蔵ほかの施設使用料でございます。 

 次の瀬戸屋敷駐車場使用料、これはあじさいまつり期間中の瀬戸屋敷駐車場使用

料でございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 一つとばしまして、４目土木使用料、１、町営住宅使用料現年度分、四ツ角団地

４世帯、円通寺団地１４世帯、河原町団地２１世帯、計３９世帯分でございます。

同じく滞納繰越分、前年度までの未納分の徴収額となってございます。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 続いて、土木管理使用料、細節１、道路及び水路占用料でございます。こちらに

つきましては、道路占用料徴収条例、水路及び認定外道路に関する条例に基づく占

用料でございます。道路内の占用物として、電力、通信、ガス等の施設の関係が２

５件、水路に係る個人や企業の橋の関係が１８０件でございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、六つ程とんでいただきまして、教育使用料、幼稚園使用料でござい

ます。細節１、幼稚園保育料現年度分でございます。幼稚園保育料の現年度分でご

ざいますが、基本保育料は、月額５，５００円となってございます。徴収率は９９.

４％でございます。 

 同じく２、幼稚園保育料滞納繰越分でございます。徴収率は１００％となってご

ざいます。 

 ３、預かり保育料現年度分でございます。開成幼稚園で通常保育の延長として実

施する預かり保育料の現年度分でございます。１日につき５００円という料金にな

ってございます。徴収率は９９．２％でございます。 

 その際、４、同じく滞納繰越分でございます。徴収率は１００％となってござい

ます。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

 続きまして、４節、保健体育使用料、１、夜間照明使用料になります。こちらに

つきましては、文命中学校グラウンド及びテニスコート、開成南小学校グラウンド

の計１２１回の夜間照明使用料となっております。 

 一つとばしまして、３、公有地使用料でございます。開成町行政財産の目的外使

用に係る使用料条例に基づく開成水辺スポーツ公園内の公有地使用料となります。

管理センター内の動画再生装置の設置、小田急線、橋脚耐震補強工事に伴う現場事

務所及び資材置き場としての使用の２件でございます。 
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 続きまして、４、公有地使用料滞納繰越分でございます。こちらも同じく開成水

辺スポーツ公園内の公有地使用料となります。こちらは平成２７年度からの滞納繰

越分１件となっております。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 続きまして、手数料でございます。総務手数料で、二つとんでいただきまして、

徴税手数料でございます。証明手数料といたしましては、町手数料徴収条例の規定

により発行した税等の諸証明発行手数料でございます。３，６９９件分でございま

す。 

 次に、督促手数料でございます。各種税の納期内納付がなかった方に対して発行

した督促状の手数料となってございます。２，６０５件分でございます。  

 続きまして、戸籍住民手数料でございます。１節でございますが、戸籍手数料、

こちらにつきましては、戸籍、除籍、改製原謄籍・抄本等の交付手数料となってご

ざいまして、３，３３１件分でございます。 

 続きまして、住民基本台帳手数料、こちらは住民票の写し等の交付手数料となっ

てございまして、８，５９４件分となってございます。 

 続きまして、印鑑証明手数料、こちらは印鑑登録証明書の交付手数料でございま

して、５，９４３件分となってございます。 

○環境防災課長（山口健一） 

 １ページおめくりください。続きまして、２目衛生手数料でございます。保健衛

生手数料、し尿処理手数料現年度分でございます。汲み取り世帯及び工事現場等の

仮説トイレの汲み取り手数料でございます。徴収率９８.６％。 

 続きまして、滞納繰越分です。こちらは徴収率８０.４％でございます。 

 続きまして、粗大ごみ収集手数料でございまして、受付件数延べ１，３５３件で、

前年度より１０８件増加しております。 

 続きまして、犬の登録等手数料です。前年度比４万１，２９０円の減となってご

ざいます。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 続いて、土木手数料、土木総務手数料、１、諸証明等手数料でございます。こち

らにつきましては、道路幅員、地域地区証明等の手数料ということで２６０件ござ

いました。 

 以上です。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、四つとんでいただきまして、教育手数料、幼稚園手数料、１、幼稚

園入園料でございます。開成幼稚園の入園料でございまして、一人につき３，００

０円となってございます。平成２８年度は、９８名分という形でございます。  

○保険健康課長（亀井知之） 

 三つ省略させていただいて、国庫支出金になります。国庫負担金、国民健康保険

保険基盤安定制度国庫負担金、低所得者に係る保険税の軽減分のうちの国負担分で
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ございまして、補助率は２分の１、国庫広域化見込みまして、公費拡充により、財

政基盤強化を図るものでございます。 

 続いて、その下、介護保険低所得者保険料軽減国庫負担金、平成２７年度から保

険料の軽減強化策として、低所得者に対し、公費により軽減を行っているもので、

こちらも補助率は２分の１となっております。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、障害者介護給付費等負担金でございます。１の障害者自立支援給付

費負担金、こちらは障害者総合支援法に基づきまして、障がい者福祉サービス、居

宅介護、生活介護等に対する国庫負担金で、補助率は２分の１でございます。  

 ２番目の障害者自立支援医療費負担金（更生医療分）です。こちらは更生医療費

に対する国庫負担金で、補助率は２分の１、更生医療は１８歳以上となってござい

ます。 

 ３の育成医療になります。こちらも１８歳未満の方が対象ですけれども、補助率

が２分の１。 

 ４番の療養介護医療になります。こちらは療養介護医療費に対する国庫負担金、

補助率２分の１になります。 

 その下ですね。児童福祉費負担金、障害児通所給付費負担金になります。こちら

は児童福祉法に基づきまして、放課後等デイサービス等に対する支援でございます

けれども、国庫負担金で、補助率は２分の１となってございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、その下、児童手当負担金でございます。中学校修了前までのお子さ

んがいる方に対して支給した児童手当に対する国の負担金でございます。基本的な

負担率につきましては、被用者の場合に、３歳未満児が４５分の３７、３歳児以上

が３分の２となってございます。 

 その下、３、子ども・子育て支援給付費国庫負担金でございます。保育所入所措

置を行ったものに対する負担金の給付費の国庫負担金でございます。負担率は国が

定める基準額の２分の１となってございます。 

 資料、次のページをおめくりください。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 一番上をちょっと省略させていただいて、衛生費国庫負担金、養育医療費負担金

でございます。未熟児養育医療費の公費負担に対する国の２分の１の補助でござい

まして、体重２，０００グラム以下、または身体の発育が未熟なお子さんの入院医

療助成に係るものでございます。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、国庫補助金になります。民生費国庫補助金、障害者自立支援事業費

等補助金です。地域生活支援事業費補助金、こちらは総合支援法に基づきまして、

訪問入浴サービス、移動支援、日中一時支援等に対する補助金で、国庫負担基準額

の２分の１が補助されます。 
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 その下、臨時福祉給付事業費補助金です。こちらは事務費の補助金が、補助率が

１０分の１０、給付金の補助額が１０分の１０になります。年金受給者向けの給付

金の補助率も１０分の１０となってございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、地域子ども・子育て支援事業費補助金でございます。子ども・子育

て支援法第５９条に位置付けられた事業に対する補助金でございます。保育所が行

う延長保育事業、一時預かり事業など、記載の７事業について該当となってござい

ます。補助率は国が定める基準額の３分の１となってございます。 

 続いて、保育所等整備交付金でございます。平成２９年度に開園した、「酒田み

なみの保育園」施設整備への支援に対する国の補助金でございます。補助率は国が

定める基準額の３分の２となってございます。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、高齢者向けの補助金でございます。１番が事務費の補助金で１０分

の１０となっています。 

 ２番目が高齢者の給付費の補助でございまして、両方とも補助率が１０分の１０

となってございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、子どものための教育保育事業費補助金でございます。 

 保育料の無償化に向けた国の取り組みの一環として、低所得者層を中心に二人以

上のお子さんを持つ世帯の保育料の負担軽減、いわゆる多子軽減、これを拡充する

ということを国で進めたことによるシステム改修費に対する国の補助金でございま

す。補助率は、国が定める基準額の２分の１でございます。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 続きまして、地域介護・福祉空間整備等施設整備推進交付金でございます。町内

の介護事業所が導入しました介護ロボットに対する国庫補助でございまして、１０

分の１０ではございますが、定額９２万７，０００円の補助となっております。  

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、経済対策分給付金でございます。こちらも事務費と給付費、補助率

が１０分の１０となってございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、保育所等業務効率化推進事業費補助金でございます。保育士の業務

負担軽減を目的に、ＩＣＴ化を推進するための国の補助金でございます。保育所充

実事業費に充当してございます。補助率は国が定める基準額の４分の３となってご

ざいます。 

 その下、児童健全育成対策費補助金でございます。放課後児童クラブの支援員の

業務負担軽減を目的に、ＩＣＴ化を推進するための国の補助金でございます。放課

後児童対策事業費に充当してございまして、補助率は国が定める基準額の４分の３

となってございます。 
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○街づくり推進課長（高橋清一） 

 それでは、１枚おめくりください。一番上段です。続いて、土木費国庫補助金、

都市計画費補助金、１、社会資本整備総合交付金でございます。こちらにつきまし

ては、地域の住宅政策の実施に伴う事業に対する補助金で、耐震改修促進計画の改

定については、補助率が２分の１。建築物の耐震改修促進事業・住宅資金利子補給

事業・防犯対策設備設置事業につきましては、補助率が４５％でございます。 

 次に、２、街路交通調査費補助金でございます。こちらにつきましては、駅前通

り線周辺地区土地区画整理事業における測量等の調査に対する補助金で、補助率が

３分の１となってございます。 

 次に、道路橋りょう費補助金、１、社会資本整備総合交付金でございます。こち

らにつきましては、道路を中心とした基盤整備及び関連するインフラ整備事業に対

する交付金で、補助率が５５％でございます。対象事業につきましては、記載のと

おりです。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きまして、４目教育費国庫補助金でございます。一つとばしまして、小学校費

補助金、１、特別支援教育就学奨励費補助金でございます。こちらは特別支援学級

に在籍しております児童の保護者への学用品等の支援のための国の補助金となって

ございます。 

 続きまして、中学校補助金でございます。要保護児童生徒援助費補助金でござい

ます。こちらにつきましては、生活保護を受けていらっしゃる生徒の保護者に対し

ての修学旅行費等の国の補助金となってございます。 

 続きまして、２番の特別支援教育就学奨励費補助金については、小学校と同じく

特別支援学級に在籍している生徒の保護者への支援のための補助金となってござい

ます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、幼稚園費補助金、幼稚園就園奨励費補助金でございます。保護者の

経済的負担軽減を目的に、保育料を軽減する就園奨励事業に対する国の補助金でご

ざいます。補助率は基準額の３分の１となってございます。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 一つとびまして、総務費国庫補助金の個人番号カード交付事業費等補助金でござ

います。１節でございます。個人番号カード交付事業費補助金、こちらにつきまし

ては、地方公共団体情報システム機構、通称Ｊ－ＬＩＳといってございますが、こ

ちらに対して委託する通知カード及び個人番号カード関連事務に要する経費となっ

てございます。こちらにつきましては、補助率が１０分の１０となってございます。 

 ２節、個人番号カード交付事務費補助金でございます。こちらにつきましては、

個人番号カードの交付事務に必要な経費の国庫負担分ということで、補助率１０分

の１０でございます。 

○企画政策課長（岩本浩二） 
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 続きまして、１０節地方創生加速化交付金でございます。地方版総合戦略に位置

付けられました自主的、主体的で、先導的な事業を実施するための交付金で、未病

いやしの里構築事業費、あしがらローカルブランディング推進事業費に充当し、補

助率１０分の１０でございます。 

 続いて、１１節社会保障・税番号制度システム整備費補助金でございます。マイ

ナンバー制度の導入に係る情報システムの整備に要する経費に対する補助金でござ

いまして、行政事務電子化推進事業費に充当してございます。補助率は１０分の１

０でございます。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 続きまして、１２節地方創成推進交付金で、こちらは地域再生計画に定めた事業

を実施するための交付金で、瀬戸屋敷案内所の改修工事の実施設計の委託、それと

瀬戸屋敷周辺農地買収単価の算出業務委託に充当しております。補助率は２分の１

でございます。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 委託金３項目省略させていただいて、県支出金になります。県負担金、国民健康

保険保険基盤安定制度県負担金でございますが、低所得者に係る保険税減額分のう

ち、低所得者に対する公費補填として、県が４分の３を支出するものです。  

 また、低所得者数に応じて、保険料額の一定割合を公費で補てんする保険者支援

分、これは広域化をにらんだ保険者支援でございますが、県負担分４分の１でござ

います。 

 次に、その下の後期高齢者医療保険安定制度県負担金でございます。低所得者に

係る保険料減額分と企業者保険の被扶養者、いわゆる元被扶養者と呼んでおります

けれども、こちらに係る保険料減額分の県負担でございます。 

 次に、介護保険低所得者保険料軽減県負担金、低所得者の保険料負担軽減を目的

とした、保険者への県負担分で４分の１でございます。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 それでは、１ページおめくりいただいて、１６ページになります。 

 節が障害者介護給付費等負担金になります。１節が障害者自立支援給付費等負担金、

２節が、更生医療、３節が育成医療というところで、県の補助率は４分の１となっ

てございます。 

 その下。児童福祉費負担金でございます。１節障害児通所給付費負担金、こちら

も県の補助率が４分の１となってございます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続いて、細節２、児童手当県負担金でございます。中学校修了前までのお子さん

がいる家庭に対して支給した児童手当に対する県の負担金でございます。基本的な

県の負担率につきましては、記載のとおりでございます。 

 細節３、子ども・子育て支援給付費県負担金でございます。保育所入所措置を行

った者に対する給付費の県負担金でございます。負担率は国が定める基準額の４分
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の１となってございます。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、すみませんけれども、五つとばさせていただきまして、県補助金で

ございます、民生費県補助金、社会福祉費補助金でございます。細節が民生（児童）

委員活動費補助金でございます。こちらは民生（児童）委員の活動費補助金、民生

委員の推薦会の補助金、民生委員の推薦会の補助金の補助率は１０分の１０でござ

います。 

 ２節老人クラブ活動費補助金、県の基準単価及び会員数を掛けた額でございます。

補助率が３分の２となってございます。 

 ３節が在宅障害者福祉対策推進事業費補助金でございます。こちらは重度障害者

住宅設備改良費に対する県基準による補助金でございます。補助率は基準額の２の

１となってございます。 

 ４節重度障害者医療費補助金でございます。こちらは通院、入院に係る保険診療

適応分の医療費を助成するものでございます。補助率は２分の１となってございま

す。 

 一つとばしていただきまして、障害者自立支援事業費等補助金、１節地域生活支

援事業費補助金でございます。こちらは訪問入浴サービス、相談支援、移動支援、

日中一時支援等に対する国庫補助金の２分の１を県補助として補助されるものでご

ざいます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、児童福祉費補助金でございます。１、民間保育所運営費補助金、民

間保育所が過去に実施した施設整備の借入償還金に対する県の補助金でございます。

補助率は２分の１です。 

 ２、ひとり親家庭等医療費助成事業費補助金でございます。ひとり親家庭等の方

に対する入院、通院等に係る医療費の自己負担額に対する補助金でございます。補

助率は助成医療費及び審査手数料の２分の１でございます。 

 ３、小児医療費助成事業費補助金でございます。中学生までの子どもに対する医

療費の自己負担額に対する県の補助金でございます。補助率は医療費及び審査手数

料の２分の１でございます。 

 ４、届出保育施設利用者支援事業費補助金でございます。町内の私設保育施設に

対し、児童の健康診断受診、調理担当職員等の保菌検査、施設賠償責任保険に対す

る経費を助成するものに対する県の補助金でございます。補助率は県が定める基準

額の３分の１となってございます。 

 資料１ページをおめくりください。５、地域子ども・子育て支援事業費補助金で

ございます。子ども・子育て支援法第５９条に位置付けられた事業に対する補助金

でございます。記載の７事業に対するものが該当になってございます。補助率は国

が定める基準額の３分の１でございます。 

 ６、保育緊急対策事業費補助金でございます。保育所入所児童の健康管理体制充



－１３－ 

実のため、看護師の雇用経費を助成するものに対する県の補助金でございます。補

助率は県が定める基準額の２分の１となってございます。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 節が地域自殺対策緊急強化事業費等補助金でございます。こちらは地域における

自殺対策を強化するため、普及啓発事業に要する経費に対する補助でございます。

補助率が２分の１でございます。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 衛生費県補助金になります。３項目省略しまして、４、予防接種健康被害救済措

置費補助金でございます。予防接種健康被害認定者１名に対する救済金の支払に対

して、県が４分の３を補助するものでございます。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 目が農林水産業費県補助金、農業費補助金でございます。１、農業委員会費交付

金、これは農業委員会所管事務に対する交付金でございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 続きまして、２、地籍調査事業費補助金、地籍調査事業補助基準額４２５万２，

０００円に対する、国２分の１、県４分の１の補助でございます。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 次に３、経営所得安定対策制度推進事業費補助金、これは国の事業で定める、経

営所得安定対策制度事業に係る推進事務費で、補助率は１０分の１０でございます。 

 ４、人・農地問題解決加速化支援事業交付金、人と農地の問題を解決するために

平成２６年度に策定した、人・農地プランの見直しに係る事務費等に対する交付金

で、補助率は２分の１でございます。 

 一つとばしまして、６、機構集積支援事業補助金でございます。農業の担い手へ

の農地集積、集約化を目的として設置した、農地中間管理機構が実効性を持って機

能していくために必要な連携、協力関係にある農業委員会の業務遂行のための国の

補助金、補助額は定額でございます。 

 次に、７、多面的機能支払事業費補助金、良好な営農環境を維持するための地域

活動に対する補助金で、補助率は、国が２分の１、県が４分の１でございます。 

 次に、商工費県補助金でございます。１、神奈川県消費者行政推進事業費補助金、

消費者行政に対する補助金で、消費者被害の救済と被害防止を行うための啓発事業

に活用してございます。啓発物品を購入しました。補助率は１０分の１０でござい

ます。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、教育費県補助金、社会教育費補助金、１、放課後子どもプラン推進

事業費補助金でございます。放課後に小学校施設を活用して実施する放課後子ども

教室の運営費に対する県の補助金でございます。補助率は基準額の３分の２となっ

てございます。 

○企画政策課長（岩本浩二） 
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 続きまして、７目水源環境保全・再生市町村交付金でございます。「かながわ水

源環境保全再生実行５カ年計画」に位置付けられました市町村事業に対する県から

の補助金で、内訳は河川水路整備事業１２０万円、地下水保全対策事業４８０万円

となってございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 ９目市町村自治基盤強化総合補助金、市町村の行財政基盤の強化に資する広域連

携事業等、広域的な地域の課題解決に向けて取り組む事業に対し、県が財政支援を

行うものでございます。補助率は３分の１、ただし、広域連携事業など、特例事業

は２分の１となってございます。 

 平成２８年度につきましては、記載の７事業が対象となってございます。  

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 続きまして、１ページおめくりください。１１目市町村地域防災力強化事業費補

助金なります。こちらにつきましては、大規模災害発生時の人的・経済的被害の軽

減を目的といたしまして、市町村が実施する減災対策に対する県からの補助金でご

ざいます。 

 平成２８年度に新設されまして、木造住宅を対象といたしまして、減災対策に対

する県からの補助金でございます。平成２８年度に新設されまして、木造住宅を対

象といたしました、耐震診断事業、消防団、自主防災組織強化に対する事業につい

ては、補助率は２分の１、それ以外の消防車両、消防団用車両、防災行政無線整備

事業資器材などにつきましては、補助率は３分の１でございます。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 続きまして、１２目総務費県補助金でございます。３節情報セキュリティ強化対

策費補助金でございます。自治体情報システムの強靭性の向上に要する経費に対す

る補助金で、行政事務電子化推進事業費に充当してございます。補助率は２分の１

でございます。 

 続いて、４節、未病月間等推進事業補助金でございます。市町村が実施する未病

関連イベント・広報等に対する補助金で、生涯スポーツ推進事業費に充当し、スポ

ーツ・レクリエーションフェスティバル補助金の財源として活用いたしました。補

助率３分の１となってございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 １３目神奈川県市町村事業推進交付金、従来の県単独市町村補助金を統合しまし

て、市町村事業推進交付金としたものでございます。平成２８年度は記載の４事業

が対象となってございます。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 続きまして、委託金でございます。総務費委託金、一つとんでいただきまして、

徴税費委託金でございます。１、県税徴収委託金、こちらにつきましては、地方税

法第４７条の規定に基づき、町が実施した個人県民税の賦課徴収事務に要する費用

を県が補償するため、県から町へ交付されたものでございます。８，３５７人分で
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ございます。 

○総務課長（山口哲也） 

 続きまして、選挙費委託金になります。参議院議員通常選挙費委託金、平成２８

年７月１０日執行の参議院議員通常選挙に対して、町が要した経費に対する県から

の委託金になります。 

 それでは、１ページおめくりください。寄附金になります。一般寄附金、ふるさ

と応援寄附金です。平成２８年１１月に返礼品付きのふるさと納税を開始いたしま

した。平成２８年度は４，７４８件、１億１４１万円の寄附がございました。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、民生費寄附金になります。社会福祉費寄附金、社会福祉業事業寄附

金、４００万円でございます。こちらは福祉事業寄附として１件でございます。こ

ちらの４００万円を町内巡回バスの購入費用に充てさせていただいてございます。  

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 次に、商工費寄附金になります。あしがり郷瀬戸屋敷維持管理事業費寄附金でご

ざいます。あしがり郷瀬戸屋敷維持管理事業の寄附金でございます。 

 その次に、農林水産業費寄附金でございます。細節があじさい維持管理事業寄附

金、あじさいの里のあじさいの維持管理費のための寄附金で、平成２２年度から実

施してございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きまして、５目教育費寄附金でございます。こちらは開成町の教育振興、小学

校での図書購入に充てるために寄附をいただいた寄附金となってございます。  

 続きまして、一つとばしまして、学校校舎等整備基金繰入金となります。学校校

舎等整備基金とりくずし、８，０００万円です。こちらは開成幼稚園の大規模改修

工事費に充てるため、基金をとりくずしたものです。 

 続きまして、教育振興基金とりくずし、３０万円、こちらは小学校２校、中学校

の図書室の図書購入に充てるために、基金をとりくずしたものであります。  

○財務課長（田中栄之） 

 三つとばしまして、１８款繰越金、１節前年度繰越金、一つ目が前年度繰越金、

こちらは前年度からの繰越金でございます。同じく繰越明許費繰越分としまして、

前年度からの繰越金のうち、繰越明許費に充当する一般財源分でございます。  

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 諸収入でございます。延滞金、加算金及び過料でございます。その中の延滞金で

ございますが、１として、諸税滞納延滞金でございます。こちらにつきましては、

町税等の納期限後、納付までの間に生じた延滞金を徴収してございます。２７３件

分でございます。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 二つとばしまして、項が貸付金元利収入でございます。細節中小企業小口資金融

資預託金収入、これは中小企業小口資金融資預託金返還分でございます。  
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○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きまして、育英奨学貸付金元利収入でございます。こちらは育英奨学金につい

て、貸し付けております４人からの返還された元利収入となってございます。  

○財務課長（田中栄之） 

 説明書は２４ページに移ります。本書は４０ページに移ります。１２になります。

林野一部事務組合収益配分金、松田町外二ヶ町組合、南足柄市外五ヶ市町組合、南

足柄市外二ヶ町組合の収益配分金でございます。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 続きまして、一つとばしまして、神奈川県市町村振興協会市町村交付金でござい

ます。 

 宝くじオータムジャンボの収益を活用した神奈川県市町村振興協会からの交付金

でございます。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

 続きまして、三つとばしまして、１７、自治総合センターコミュニティ事業助成

金でございます。こちらは４自治会への備品整備事業に対する一般財団法人自治総

合センターからの一般コミュニティ助成金となります。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 続いて、２１、町民カレンダー印刷不良による損害賠償金でございます。平成２

８年度版町民カレンダーの広告部分の印刷不良に対する印刷業者からの損害賠償金

でございます。 

○環境防災課長（山口健一） 

 １ページおめくりください。上から五つとばしまして、衛生費雑入でございます。

ペットボトル等資源物売却代になります。紙類の売却単価が高くなったことにより

まして、前年度比２３２万８，４２４円の増となってございます。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 次に、後期高齢者健康診査事業補助金でございます。７５歳以上の後期高齢者の

健康診査に係る実施費用に対して、後期高齢者医療広域連合から補助をいただくも

のでございます。 

○環境防災課長（山口健一） 

 続きまして、再商品化合理化拠出金でございます。前年度に比べまして、１４万

９，０９４円の増となってございます。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 次に、後期高齢者医療長寿・健康事業補助金でございます。７５歳以上の方の人

間ドックの助成に対し、広域連合から補助をいただくものでございます。  

 一つとんで、６の公用車（日赤分区用）購入補助金でございます。赤十字車両と

して、軽ワゴン１台を購入いたしまして、それに対し、日本赤十字社から補助５分

の４でいただいているものでございます。 

 その下、７、全国町村会総合賠償補償保険予防接種事故賠償補償保険金でござい
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ます。予防接種の健康被害認定者１名に対する救済金に対して、全国町村会の総合

賠償保険から保険料を収入したものでございます。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 次に、節農林水産業費雑入でございます。細節が１、ふれあい農園利用料金、ふ

れあい農園の利用料金でございます。 

○北部地域活性化担当課長（井上 新） 

 細節６、地域農政未来塾受講費助成金、これは職員養成のために、全国町村会が

設置した講座で、その受講費の２分の１を県町村会が助成するものです。  

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 続いて六つとばしていただきます。節土木費雑入、細節４、送電線下補償料でご

ざいます。こちらにつきましては、みなみ中央公園の上空に架設されております送

電線に関する補償料でございます。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 続きまして、７節消防費雑入でございます。消防団員退職報償金でございます。

５年以上勤務して退職されました消防団員さん２名に対する消防団員等公務災害等

補償基金からの退職報償金でございます。 

 続きまして、１ページおめくりください。消防団員等公務災害補償等共済基金損

害補償費でございます。消防団活動中に負傷されました２名の消防団員の公務災害

補償費につきまして、消防団員等公務災害等補償基金からの損害補償費でございま

す。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きまして、８節教育費雑入でございます。二つとばしまして、２、送電線下補

償料でございます。こちらは開成南小学校敷地５９平方メートルに架かります線下

補償料でございます。 

 続きまして、災害共済給付金、こちらは園、学校の管理下におけます子どもたち

のけがに関する給付金で、対象となる保護者へ給付をしているところでございます。 

 ４、ジュニアリーダー研修参加者負担金でございます。こちらは主に青少年指導

員が主体となって行います宿泊体験、あるいは幕別町への交流事業の参加者の負担

金となってございます。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、二つとばせていただいて、過年度収入になります。こちらは過年度

障害者自立支援給付費国庫負担金精算金でございます。障害者自立支援給付に対す

る障害福祉サービスでございますけれども、平成２７年度の過年度の精算金となっ

てございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 二つとばしまして、２０款町債、１目臨時財政対策債２億１，０００万円、一般

財源の不足分に充当させていただいたものでございます。 

 歳入の説明は以上でございます。 
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○議長（茅沼隆文） 

 それでは、ここで暫時休憩といたします。再開を１０時１５分といたします。  

午前１０時００分 

○議長（茅沼隆文） 

 では、再開いたします。 

午前１０時１５分 

○議長（茅沼隆文） 

 決算書は４８ページ、説明資料は３０ページからの歳出からとなりますので、お

願いいたします。 

○総務課長（山口哲也） 

 それでは、一般会計の歳出の説明に入る前に、職員人件費について御説明を申し

あげます。別冊説明書１０８ページをご覧ください。各会計の平成２８年度決算に

おける職員人件費一覧になります。 

 平成２８年度の職員数は、最終的には１２１人、これに再任用短時間職員が５人、

合計１２６人となっております。前年度平成２７年度末は１１６人に、再任用短時

間が５人で、１２１名でしたので、５人の増となっております。 

 ラスパイレス指数につきましては、１００.５となっております。 

 個別の費目について御説明申しあげます。給料につきましては、定期昇給及び職

員数が５人増えたことにより、９８９万円程の増となっております。職員手当につ

きましては、同じく職員数の増や人件費勧告による勤勉手当の支給月数の増、これ

は期末勤勉手当といたしましては、４.２月分から０.１月分増となり、４.３月分と

なっております。およそ５７０万円程の増となっております。 

 退職手当組合負担金につきましては、一般負担金につきましては、負担率が変更

ございませんでしたが、職員数の増や定期昇給等の影響により２５０万円程の増と

なっております。 

 なお、退職手当の負担金につきましては、水道事業会計以外につきましては、一

般会計で計上することとしたため、各会計の総人件費は減となっております。 

 特別負担金につきまして、対象となる退職者数は４名から２名に減となったこと

により、１，１２８万円程の減となっております。 

 共済費につきましては、職員数の増等に伴い、４５万円程の増となっております。

職員人件費全体といたしまして、職員数の増等により、７６０万円程度の増となっ

ております。なお、本資料につきましては、職員に係る人件費ですので、議員の皆

様の報酬や共済費、各種委員会の委員報酬等が含まれます、決算書本体の人件費調

書とは一致しませんことを、あらかじめ御了承ください。 

 なお、各会計の人件費につきましては、決算説明を省略させていただきますので、

御了承いただきたいと存じます。 

 以上でございます。 

○議会事務局長（小玉直樹） 
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 それでは、本書４８、４９ページ、説明資料３０、３１ページになります。議会

費でございます。事業名１の議員報酬等はとばしまして、３の経常的一般管理費で

ございます。こちらにつきましては、議会だよりを年４回の発行と、議会本会議の

会議録作成経費でございます。 

 ４の議員研修費につきましては、県外行政視察としまして、昨年は富山県高岡市

と、富山市を訪問した研修旅費でございます。 

○総務課長（山口哲也） 

 続きまして、総務費、総務管理費、一般管理費、経常的一般管理費になります。

こちらにつきまして、大幅に増となっておりますが、これは歳入でも御説明申しあ

げましたが、平成２８年１１月からふるさと納税の推進業務委託料が発生したこと

に伴うものです。ポータルサイトへの委託料として、寄附額の１２％プラス消費税、

これに返礼品代金と送料が加わっております。また、平成２８年度から労働衛生法

の改正により実施が義務付けられました、ストレスチェックを全職員に実施してお

ります。 

 続きまして、４、職員研修事業費になります。こちらは職員の資質向上のため、

箱根町の民間ホテルに職員を派遣し、接遇能力の向上を図りました。また、若手職

員に町のことをより理解してもらうことを目的に、瀬戸屋敷において、歴史探訪研

修を実施しております。また、自分の健康状態をチェックし、食生活等の改善への

気付きとするため、保健師、管理栄養士による栄養指導講習会をはじめて開催いた

しました。これ以外では、神奈川県市町村研修センター県西部広域行政協議会、市

町村アカデミー等、町外で行う研修へ職員を派遣し、延べ６８８名が受講しており

ます。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 続きまして、２目広報広聴費でございます。事業名２、広報広聴事業費でござい

ます。こちらにつきましては、広報かいせい、お知らせ版、町民カレンダーの発行

に加えまして、観光やイベント情報、災害等の緊急情報をより多くの方に周知する

ため、ＴＶＫデータ放送を活用した情報発信を提示してございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 続きまして、本書では、５４ページに移ります。７項目程とばしまして、４款財

産管理費、４、地籍調査事業費、第６１計画区の一筆地調査を実施してございます。

５、公有地管理費、官民境界確定事務、他課の管理に属さない公有地の管理事務を

行っております。また、公共施設等総合管理計画を策定してございます。 

 説明書３２ページに移ります。６、庁舎整備事業費、役場敷地土地登記等業務、

開成町新庁舎建設基本設計その２等業務を実施してございます。また、実施設計に

も着手をしてございます。 

 ７、公共施設整備事業費、平成２８年度は、基金へ３億３，０００万円積み立て

まして、基金残高は６億円となってございます。 

○企画政策課長（岩本浩二） 
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 続きまして、５目企画費でございます。事業名３、地域情報化推進事業費でござ

います。電子自治体や情報化の推進に必要な庁内ネットワークやパソコンなどの関

連機器を適切に運用するため、庁内ネットワーク環境の構築や機器管理を行い、業

務の効率化を図ったところでございます。 

 一つとばして、５、地下水モニタリング事業費でございます。足柄上地区におけ

る地下水の現況を継続的に把握するため、足柄上地区１市５町共同で地下水のモニ

タリング調査を実施した経費でございます。 

 とばしまして、１０、ブランディング戦略推進事業費でございます。町マスコッ

トキャラクター「あじさいちゃん」の着ぐるみを製作してございます。また、協働

型イベント「おやこフェス」を３月１８日に開催をいたしました。 

 １２、公共施設案内標識維持管理事業費でございます。開成郵便局付近の民地か

ら吉田島高校の敷地に公共施設案内標識の移設工事を行ったものでございます。 

 続いて、１３、未病いやしの里構築事業費でございます。保健センターへの未病

見える化コーナーの設置及び活動量計システムを活用した健康プログラムの構築を

行いました。また、コンディショニングをテーマにしたスポーツ講座等を開催して

ございます。こちらにつきましては、平成２８年度からの繰越明許事業となってご

ざいます。 

 続いて、１４、あしがらローカルブランディング推進事業費でございます。「あ

しがら」エリアの地域イメージの向上・発信を行うため、「あしがらローカルブラ

ンディング推進協議会」に負担金を支出いたしました。また、県内外へのプロモー

ション活動を展開するとともに、ブランディングを継続的に推進するため、デザイ

ン会社にブランディング支援業務を委託したものでございます。こちらにつきまし

ても、平成２８年度の繰越明許事業となってございます。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 次に、６目諸費、地域防犯力向上事業費でございます。平成２６年度にＥＳＣＯ

事業によりまして、一斉にＬＥＤ化しました、防犯灯をはじめ、南部区画整理組合

から移管を受けました防犯灯２０３基、都市計画道路山北開成小田原線及び自治会

要望によりまして、新たに設置いたしました、２１基を含めまして、１，７４０基

の防犯灯の維持管理を実施いたしました。また、開成駅前公園に新たに設置いたし

ました１基を含め、みなみ地区及び開成駅前周辺の防犯カメラ１３基の維持管理を

実施いたしました。 

○財務課長（田中栄之） 

 説明書は３４ページに移ります。５、臨時的一般管理費、林野一部事務組合から

の収益配分金について関係する入会地組合、自治会に再配分をしてございます。  

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 続きまして、交通安全対策費になります。１の自転車安全対策事業費になります。

小学校の頃から交通ルールを覚え、正しい自転車の乗り方を習得するため、子ども

自転車運転免許事業を実施いたしまして、開成小学校、開成南小学校の４年生１７
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５名に免許証を交付しております。 

 交通安全子ども自転車全国大会出場に伴いまして、応援用Ｔシャツ、大会宿泊費

等を支出いたしました。また、神奈川県大会に出場する選手のユニフォームを購入

しております。 

 次に、２の交通安全対策推進事業費でございます。交通安全教育、街頭指導、交

通安全意識の啓発活動を交通指導隊が実施しており、本事業で交通指導隊の基本報

酬、出動報酬を支出しております。道路反射鏡を３カ所設置しております。  

 一つとばしまして、４の放置自転車対策事業費でございます。放置自転車禁止区

域に指定している開成駅周辺におきまして、監視及び撤去業務を行いまして、また、

放置自転車撤去用のトラックの維持管理等を行いました。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 続いて、８目電算管理費でございます。事業名２、行政事務電子化推進事業費で

ございます。町村情報システムの運営に係る負担金を支出するとともに、電算機器

のリースによる調達、保守委託等を行いました。また、マイナンバー制度に対応す

るため、地方公共団体情報システム機構負担金を支出してございます。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 続きまして、３、住民基本台帳ネットワークシステム維持管理事業費でございま

す。こちらにつきましては、住民基本台帳ネットワークシステムに係る機器のリー

ス、保守委託及びソフトウエア支援に係る経費を支出してございます。 

 続きまして、４、戸籍電算化事業費でございます。これにつきましては、戸籍の

電算システム機器のリース及び戸籍事務の基準内・外のソフトウエアの保守委託に

係る経費を支出してございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きまして、９目町民センター管理費です町民の学習活動の拠点となるよう、施

設の運営及び維持管理を行いました。なお、空調設備１台の改修工事、バルコニー

部の防水工事、屋外非常階段の補修工事を行っております。 

 続きまして、１０、コミュニティセンター管理費、幼稚園、のびのび子育てルー

ム、学童保育となどの場として提供できるよう、維持管理を行いました。また、ト

イレの洋式化工事を行いました。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

 続きまして、１１目協働推進費でございます。 

 一つとばしまして、２、男女共同参画推進事業費でございます。男女共同参画の

推進を図るため、啓発情報誌「かけはし」の発行や講演会を開催しました。  

 １ページおめくりください。続きまして、自治宝くじコミュニティ助成事業費で

ございます。自治総合センターのコミュニティ事業助成を活用いたしまして、４自

治会の備品整備に対する補助を行いました。 

 一つとばしまして、自治会運営推進事業費でございます。自治会を中心とした協

働のまちづくりを進めるため、自治会交付金の交付や自治会活動保険の保険料補助
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による財政支援、また、地域の人材育成を目的としました、地域リーダー育成研修

会を開催しました。 

 二つとばしていただきまして、協働のまちづくり推進事業費でございます。町民

公益活動の活性化を目的としました、町民活動応援事業により、自主的、自発的に

活動する７団体に財政支援を行いました。 

 また、協働によるまちづくりを推進するため、協働推進会議条例に基づき、協働

推進計画の進行状況を確認するため、協働推進会議を開催しました。 

 続きまして、町民文化推進事業費でございます。文化活動の発表の機会としまし

て、開成文化祭を開催し、芸能、展示の発表を行いました。 

 続きまして、コミュニティ施設管理事業費でございます。河原町公会堂の屋根等

塗装工事及び金井島公民館の外周フェンス塗装工事を実施しました。また、駅東口

地域集会施設賃借料として、パレットガーデン自治会館の賃借料を支出いたしまし

た。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

 続きまして、徴税費でございます。税務総務費の３番、経常的一般管理費でござ

います。こちらにつきましては、職員の出張旅費、消耗品等の需用費、公用車の維

持管理費等、また固定資産の土地の資料整備としての委託及び家屋の資料整備とし

ての委託業務を支出してございます。 

 続きまして、４、固定資産土地評価事業費、こちらにつきましては、固定資産の

土地評価業務、路線価等公開情報データ作成業務及び土地下落修正業務を委託して

ございます。 

 続きまして、賦課徴収費でございます。経常的一般管理費でございますが、こち

らにつきましては、住民税等の課税事務処理のため、非常勤職員を雇用してござい

ます。町県民税の賦課データ作成及び国税連携業務等に係る業務を行い、適正な課

税に努めているとともに、納税通知書や納付書の印刷、送付、口座振替による徴収

に努めたものでございます。また、制度上発生した法人町民税等の還付もこちらか

ら支出してございます。 

 続きまして、徴収対策推進事業費でございます。こちらにつきましては、町税等

の徴収を効率的に実施するため、徴収嘱託員を雇用してございます。また、督促状

や催告書の発布、また、電話や臨戸による納税折衝、滞納処分を実施し、滞納額の

圧縮に努めてございます。 

 続きまして、戸籍住民台帳費でございます。事業番号の２番、戸籍住民台帳費、

こちらにつきましては、１，７２２件の住民異動届出による住民基本台帳事務及び

７１２件の戸籍の届出事務に係る消耗品等の経費を支出してございます。  

 続きまして、印鑑証明交付事務費、こちらにつきましては、印鑑登録５９１件の

ほか、印鑑証明書発行事務に係る消耗品の経費として支出してございます。  

 人口動態調査費でございますが、こちらにつきましては、３５１件の人口動態調

査表を作成し、県の保健福祉事務所へ送付してございます。 
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 続きまして、５、開成町駅前窓口コーナー関係費、こちらにつきましては、平成

２８年４月に開所しました、駅前窓口コーナー、職員の賃金、事務所の賃借料、そ

の他、諸経費となってございます。 

 ６、個人番号カード交付事務関係費でございます。地方公共団体情報システム機

構Ｊ－ＬＩＳと申してございますが、こちら通知カード、及び個人番号カードに係

る事務を委託してございます。ここで作成されました通知カードの交付及び個人番

号カードの交付をいたしました経費となってございます。 

○総務課長（山口哲也） 

 続きまして、選挙費になります。説明書は一番下、選挙啓発費、本書は７６ペー

ジ、７７ページになります。選挙権が１８歳に引き下げられたことに伴い、町内の

高校で選挙啓発講演会を実施しました。また、文命中学校生徒会選挙において、ポ

スター掲示板を提供するとともに、新成人を対象に、成人式で啓発物品を配付いた

しました。 

 説明書１ページをおめくりください。参議院議員通常選挙費になります。委員会

開催経費、ポスター掲示板購入費や投開票に必要な経費を支出しております。投票

率は５９.６３％でした。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 続いて、４行程とばしていただきまして、民生費になります。社会福祉総務費、

国民健康保険特別会計繰出金、低所得者に係る保険税の減額分や職員給与費などの

事務費などの所要額を国保会計に繰り出すものでございます。前年度比２，４３０

万円の減、マイナス１５.３％でございます。 

 その下、介護保険事業特別会計繰出金、介護保険事業に係る町の法定負担分や職

員給与費、事務費について、介護保険会計に繰り出すものでございます。こちら前

年度比１６８万１，０００円の増、プラス１.２％となっております。 

 次に、後期高齢者医療事業特別会計繰出金、後期高齢者医療事業に係る低所得者

の保険料減額分や徴収事務費等を特別会計に繰り出すものでございます。前年比２

０３万９，０００円の増、プラス９.８％となっております。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、二つとばしていただきまして、７、民生（児童）委員関係費でござ

います。民生（児童）委員の活動費の補助金、３４名分の補助金でございます。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 １行とびまして、８の高齢者保健福祉計画等策定事業費でございます。平成３０

年度からの第７期高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画を策定するために、一般

高齢者及び要介護認定者、各々２００人に対してアンケートを実施した経費でござ

います。回収率は、一般高齢者が７０％、要介護認定者は５９.５％でございました。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、地域福祉推進事業費でございます。こちらは町社協に対する補助金

でございます。法人運営費、人件費、地域福祉推進事業費等でございます。また、
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町内巡回バスの車両購入費、町内巡回バスの業務委託料の経費等が含まれてござい

ます。 

 １０の高齢者等地域見守り推進事業費でございます。こちらは緊急通報装置２５

台分の保守点検、賃借料でございます。また、通報先としては、足柄上郡の広域セ

ンターとなってございます。 

 １枚おめくりいただきまして、４０ページになります。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 １１、広域福祉センター運営事業費でございます。５町で設置しました、足柄広

域福祉センターへの運営費等の負担金でございます。平成２８年度中に法人合併が

行われた結果、この補助金に対しては、平成２８年度限りとなってございます。 

 また、合併後の状況でございますが、スムーズに移行しまして、特段の問題は伺

っておりません。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 一つとばしていただきまして、１３になります。自殺予防対策関係費でございま

す。こちらは啓発事業として、自殺予防の啓発講演会を開催させていただきました。  

 一つとばしていただきまして、老人福祉費になります。１の敬老意識啓発事業費

になります。こちらは敬老祝い金の支給でございます。支給として７７歳、５，０

００円ですけれども、１３８名、８８歳、１万円、４４名、９９歳、２万円で１名、

１００歳が５万円で１名、合計で１７７名に支給してございます。 

 一つとばしていただきまして、開成町シルバー人材センター支援事業費でござい

ます。こちらは高齢者の生きがい、健康づくりにつなげるため、活動支援を図るた

めに支給してございます。 

 ４の介護用品購入費助成事業費でございます。こちらは要介護者等が使用する紙

おむつの購入費の一部の助成でございます。３１名に助成してございます。  

○保険健康課長（亀井知之） 

 続いて５の後期高齢者医療広域連合関係費でございます。広域連合に関する事務

費の共通経費、被保険者数割、人口割による負担金の支出、また、定率市町村負担

金として、療養給付費の１２分の１を概算払いを支出をしております。前年度比プ

ラス２，２３６万円、プラス２４．０％となっております。 

○福祉課長（小宮好徳） 

 続きまして、四つとばしていただきまして、７になります。老人クラブ活動支援

事業費でございます。町老人クラブ連合会の補助、単位クラブの１１団体の活動費

の補助金でございます。 

 二つとばしていただきまして、３の慰霊祭関係費になります。こちらは終戦記念

日の献花代、また町戦没者慰霊祭、隔年２年に１回ですけれども、開催してござい

ますけれども、その費用でございます。 

 一つとばしていただきまして、５になります。平和慰霊事業費になります。こち

らは戦争体験談、ＤＶＤの制作業務委託料、町戦没者慰霊祭におきまして、ＤＶＤ
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の披露と食事体験等を行った費用でございます。 

 １枚おめくりいただきまして、４２ページになります。障害者福祉費になります。

１の地域生活支援事業費でございます。内訳としましては、手話通訳の派遣に係る

費用、成年後見制度利用支援事業の後見人等報酬でございます。また、日常生活用

具補助をしてございます。ストマーの装具の補助等でございます。 

 扶助費は、訪問入浴サービス事業、移動支援事業、日中一時支援事業に係る費用

でございます。 

 ２の重度障害者医療費助成事業費になります。こちらは重度障がい者が医療機関

で保険診療を受けた場合、自己負担分について助成してございます。 

 ３の心身障害児訓練支援事業費でございます。こちらは上郡５町の共同事業でご

ざいまして、地域訓練会の「ひまわり」の負担金でございます。こちらは平成２８

年度をもって、終了となってございます。 

 ４の身体障害児者補装具給付事業でございます。こちらは補装具の購入、修理費

を助成してございます。 

 一つとばしていただきまして、自立支援給付事業になります。こちらは障害程度

の区分認定調査業務委託料と扶助費でございます。扶助費に関しましては、障害福

祉サービス、入所施設利用者のサービス、児童福祉法に基づきます障害児通所支援

サービス等でございます。 

 ７の障がい者福祉施設運営支援事業費でございます。こちらは中井町を除く、県

西圏域２市７町で行ってございます。共同でホームヘルプ拠点事業所、短期入所拠

点事業所の体制整備を図ってございます。 

 ８の自立支援医療給付事業費になります。こちらは更生医療、育成医療等の給付

費となってございます。 

 ９の障がい者福祉推進事業費でございます。こちらは開成町重度障害者等年金事

業、福祉タクシー利用助成事業、自動車燃料費助成事業等でございます。 

 １０の障がい者相談支援事業費でございます。こちらは相談支援事業及び地域活

動支援センター事業を、自立サポートセンター「スマイル」に委託しまして、足柄

上地区１市５町共同で委託を行っているものでございます。 

 一つとばしていただいて、１２になります。障がい者就労支援事業費になります。

障害者就業・生活支援センター「ぽけっと」に県西圏域２市８町共同で委託を行っ

てございます。 

 １３の障がい者歯科二次診療所運営事業費でございます。こちらは県西圏域２市

８町で行っているものでございまして、二次診療を小田原市で行ってございますけ

れども、負担金を小田原市へ支出してございます。 

 福祉会館管理費になります。指定管理料、一般分と修繕分を支払ってございまし

て、修繕分は空調機のモーター交換、消火栓のホース交換等を行ってございます。

利用料減免分補償費は協定書に基づく費用を支出してございます。また、用地借地

料は４名に支出でございます。 
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 ４４ページになります。社会福祉費、臨時福祉給付金及び年金受給者向け給付金

関係費でございます。こちらは低所得者に対し、消費税率引き上げにより影響を緩

和するということで、平成２８年１０月から平成２９年３月までの６カ月分という

ところで、１人につき３，０００円支給してございます。また、障害・遺族基礎年

金受給者、非課税者ですけれども、支給してございます。１人につき３万円でござ

います。 

 ２、続きまして、高齢者向けの給付金関係費でございます。こちらは低年金受給

者、高齢者世帯ですけれども、所得の底上げ及び平成２８年度前半の個人消費の下

支えに資するように、６５歳以上となる者に、１人につき３万円支給してございま

す。 

 経済対策分給付金給付関係費でございます。こちらは消費税引き上げによる影響

を緩和ということで、平成２９年４月から平成３１年９月までの２年半分を支給し

てございます。こちら１人につき１万５，０００円となってございます。  

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、児童福祉費、児童福祉総務費、一つとばしまして、２、ひとり親家

庭等医療費助成事業費でございます。ひとり親家庭等に対し、医療費の自己負担分

を助成したものでございまして、年間延べ４，１８４件に助成をしてございます。 

 ３、小児医療費助成事業費でございます。子育て世帯に対し、医療費の自己負担

分を助成したものでございまして、年間延べ３万２，１２７件に対して助成を行っ

てございます。 

 一つとばしまして、５、放課後児童対策事業費でございます。保護者が昼間、家

庭にいない児童に対し、適切な生活の場を与える放課後児童クラブの運営を社会福

祉法人はぐくみ福祉会に委託してございます。３カ所で、年間延べ１，７５９名の

児童が利用してございます。また、国の施策に基づき、支援員の業務負担軽減を目

的として、ＩＣＴ化を推進するための整備等に対して補助を行ってございます。タ

ブレット３台等を記載の機器を整備してございます。 

 ６、子育て支援事業費でございます。従来からある子育て支援センターの運営、

それから、平成２８年度に開設した、町内で２カ所目となる駅前子育て支援センタ

ーの運営、それから、相互援助活動を行うファミリー・サポート・センターの運営

をそれぞれの社会福祉法人に委託した経費でございます。 

 ７、子ども・子育て支援推進事業費、子ども・子育て支援法に基づき設置した町

子ども・子育て会議を２回開催した経費でございます。 

 ８、子育て環境充実事業費でございます。 

 子育て環境の充実を図るためプレイパークの企画運営を委託してございます。平

成２８年度は、４日間のプレイパークを行いまして、町内での事業転換に向けた課

題検等を行ってございます。 

 続きまして、目、児童措置費、一つとばしまして、２、保育所充実事業費でござ

います。子ども・子育て支援制度に基づき、乳幼児との保育を実施してございます。
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通常保育については、２９カ所で、年間延べ４，１０２名のお子さんが通所し、そ

れに対する給付費を支弁してございます。そのほか、一時預かり保育、延長保育を

はじめ、乳幼児の健康管理体制強化事業や障がい児保育を行う保育所に対して、そ

れぞれの補助を行ってございます。 

 また、国の施策に基づき、保育士の業務負担軽減を目的に、ＩＣＴ化を推進する

ための機器整備に対して補助を行ってございます。タブレット６台と記載の機器を

整備してございます。 

 ３、要保護児童対策事業費でございます。児童虐待の防止等を目的に、関係１６

機関で構成する要保護児童対策地域協議会を設置し、各種会議を開催してございま

す。また、育児不安の解消等を目的に、支援が必要な御家庭に保育士を派遣し、専

門的な助言支援、育児支援を実施してございます。 

 ４、児童手当関係費でございます。中学校修了前の児童を養育する保護者に、児

童手当を支給してございます。支給額はお子さん一人につき３歳までは月額１万５，

０００円、３歳から１５歳までは、月額１万円、ただし、第三子以降については、

３歳から１２歳については、月１万５，０００円、所得制限を超過した場合は、月

額一律５，０００円の支給となるというところで、支給児童が２万９，６０７名で

ございました。 

 説明書１ページおめくりください。 

○保険健康課長（亀井知之） 

 ４６、４７ページございます。２行程省略させていただいて、衛生費、保健衛生

総務費、３番、健康づくり推進事業費でございます。健康づくり推進協議会の委員

報酬や健康普及員活動、あじさい健診の委託料、その他、記載の各種事業に必要な

物品購入、あるいは謝礼の費用を支出しているものでございます。 

 １行とびまして、５の救急医療体制推進事業費、休日急患診療所及び広域二次病

院群輪番制度に係る町の負担金を支出しているものでございます。 

 次に、６、食育推進事業費、町民の食育事業を実施するための講座開催に係る講

師謝礼等を支出しているものでございます。また、町の飲食店組合等との協働事業

として、食育ポスター１００枚を作成するほか、各種の料理講座を実施いたしまし

た。 

 次に７の地域医療体制推進事業費でございます。日本赤十字社が行う献血の消耗

品や腎アイバンクの負担金を支出しているものでございます。 

 ８、庁用自動車整備事業費、赤十字車両としてワゴン１台の購入、日本赤十字社

から５分の４の補助をいただいております。なお、入札の差金として、備品購入費

に５７万９，０００円の不用額が発生しております。 

 次に予防費でございます。１の保健予防事業費、各種がん検診、後期高齢者健診

の委託料や人間ドック受診料の一部補助、その他健康教室や健康相談等に係る賃金

や事務経費を支出しているものでございます。各種の健診委託の実績による精算の

結果、委託料に３８５万５，０００円不用額が発生してございます。 
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 次の２の感染症対策事業費、各種予防接種に係る予診票の印刷費や接種の委託料

を支出するものです。平成２８年１０月に、新たにＢ型肝炎の予防接種費用を補正

で計上させていただき、支出を行っています。また、予防接種の健康被害の年金支

給費を支出しているものでございます。 

 ３の母子保健事業費でございます。乳幼児検診や健康教室、相談等に係る賃金や

派遣手数料のほか、母子保健推進員の活動の謝礼、あるいは特定不妊治療費等の補

助費を支出しております。また、新たに母子健康包括支援センターを開設するため

に、保健師の賃金及び消耗品費等を支出させていただきました。 

○環境防災課長（山口健一） 

 続きまして、３目環境衛生費でございます。経常的一般管理費は省略させていた

だきます。グリーンリサイクルセンター利用促進事業費でございます。指定管理者

による管理を行いました。 

 犬・猫飼育マナー向上事業費でございます。狂犬病予防法に基づき、犬の登録事

務及び狂犬病予防注射事務を行いました。 

 １ページおめくりください。環境美化活動推進事業費でございます。環境美化推

進協議会を開催し、かいせいクリーンデーを年２回実施いたしました。参加数は９，

８９５人でございます。 

 続きまして、自然環境保全事業費になります。町内１３カ所の河川の水質調査を

継続して実施しました。また、実証実験の終了したバイオコードを撤去しました。 

 小田原市斎場事務広域化推進事業費は省略させていただきます。 

 続きまして、ごみ処理事業費でございます。燃えるごみ、燃えないごみなどを委

託業者による収集運搬及び処理を適正に行ってございます。 

 ごみ処理の状況といたしましては、本冊子の１０９ページ以降に例年通りの資料

を掲載しておりますので、後程ご覧ください。 

 続きまして、環境基本計画管理事業費でございます。開成町環境基本計画の改定

を行いました。地球温暖化対策事業費は省略させていただきます。 

 新エネルギー導入促進事業費でございますが、ゼロ・エネルギー・ハウスに対す

る補助金を創設し、住民、事業者に周知をしましたが、申請がなく、支出はありま

せんでした。 

 環境美化啓発事業費は省略させていただきます。 

 続きまして、生活環境保全事業費でございます。年間１３０キロリットルのし尿

を委託業者により収集・運搬を実施いたしました。 

 環境学習推進事業費は省略させていただきます。 

 ごみ減量化推進事業費でございます。生ごみ処理器設置推進制度によりまして、

キエーロの普及を行いまして、１６件の普及がございました。 

 続きまして、資源化推進事業費でございます。資源ごみの収集及び再資源化を実

施しております。各地域の子ども会等による資源回収に対しても補助を行ってござ

います。本事業につきましては、収集量の減少により、収集委託料で３６１万円程
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の不用額が生じております。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 次に款農林水産業費でございます。目の農業委員会費は省略させていただきまし

て、農業総務費、町の花あじさい維持管理事業費でございます。あじさいの剪定、

施肥及び植え替え等のあじさいの里の維持管理を行うとともに、あじさいの里親制

度の普及に努め、町の花あじさいへの愛着心と美化意識の高揚を図りました。 

 一つとばしまして、農業振興費でございます。経営所得安定対策制度関係費、国

政策である、経営所得安定対策制度事業における窓口として事務処理を行い、また、

農地台帳の整備を行いました。 

 次の、農業活性化推進事業費でございます。農業専門員を雇用し、農業のあり方

やその具体化を図るための検討と町の特産品候補である、開成弥一芋及び加工品の

普及を行い、弥一芋については、開成弥一芋ブランド化推進協議会を中心に、活動

を展開いたしました。また、北部地域の農用地の保全と利用促進に関する方向性を

検討いたしました。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 １枚おめくりいただきまして、三つ程とびまして、６、北部地域活性化推進事業

費、開成町北部地域活性化推進協議会及び同プロジェクト部会を開催しまして、そ

の部会によるリーディングプロジェクトとして、芋煮会や景観修景作物を実施いた

しました。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 続いて、一つとばしまして、農地費、事業２、土地改良施設整備事業費でござい

ます。こちらにつきましては、足柄上地区推進協議会等への負担金、そして、農と

みどりの整備事業を活用した岡野地区内の舗装工事を実施いたしました。なお、舗

装工事につきましては、資料１の主要事業に記載しておりますので、御参考願いま

す。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

 款商工費に移ります。商工総務費は省略させていただきまして、商工振興費の２、

中小企業支援事業費でございます。町内の中小企業者が円滑に事業資金を確保でき

るよう、取扱金融機関へ資金を預託し、中小企業への経営安定に努めました。 

 一つとばしまして、４、勤労者支援事業費でございます。勤労者の生活安定のた

めの住宅取得の一部利子補助及び中小企業従業員の雇用安定のための退職金の一部

補助を行いました。 

 一つとばしまして、観光費の１、あしがり郷瀬戸屋敷維持管理事業費でございま

す。都市住民と地域住民との交流施設、生涯学習施設及び観光拠点施設として適切

な維持管理を行いました。また、指定管理者制度導入に向けて、瀬戸屋敷案内所の

改修工事の実施設計を行いました。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 続いて、三つとばしていただきまして、土木費、土木管理費、土木総務費、事業
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２、経常的一般管理費でございます。こちらにつきましては、道路照明の電気代、

関係団体への負担金及び十文字橋災害復旧に係る償還分の負担金、そして、シルバ

ー人材センターとの労働者派遣契約を行い、派遣された人材により、公園や道路の

除草、樹木の剪定などを実施いたしました。なお、十文字橋の償還分の負担金につ

きましては、平成２２年度から平成２９年度までの８年間で返済となってございま

す。 

 次、道路橋りょう費、道路維持費、事業１、道路維持管理事業費でございます。

こちらにつきましては、町道を安全で快適に利用できるよう、補修を実施するとと

もに、駅前広場等の清掃と保守等を実施して、適正に管理してございます。 

 補修につきましては、路面や防護柵等の補修や舗装の補修、路肩のカラー舗装の

工事を実施してございます。工事箇所につきましては、資料１の主要事業、資料２

－１の一円費工事費に記載しておりますので、御参考願います。 

 次に、事業２、道路緑化維持管理事業費でございます。こちらにつきましては、

町道の環境維持のため、シルバー人材センターや造園業者に委託を行い、植栽の剪

定、消毒、除草などを実施してございます。 

 では、１枚おめくりください。道路新設改良費、事業１、町道改良事業費でござ

います。こちらにつきましては、町道の拡幅による交通の円滑化と狭小路線につい

て、安全、安心な生活環境の形成と維持を目的として事業を実施いたしました。事

業内容につきましては、記載のとおりでございます。なお、実施場所につきまして

は、資料１の主要事業に記載しておりますので、御参考願います。 

 なお、決算書１１４、１１５ページで、１３節、委託料で約１１４万円程、１７

節、公有財産購入費で約１００万円程、不用額は生じてございます。委託料につき

ましては、町道２０４号線の補償物件調査における入札での差金でございます。  

 公有財産購入費では、同じく町道２０４号線の用地買収を見込んでいたものでご

ざいます。平成２８年度では、先程の補償物件調査費をさせていただく中で用地買

収も想定してございましたが、結果的に地権者とは、補償調査のみの調整となりま

して、約１００万円程の不用額が生じました。 

 続いて、一つとばしまして、橋りょう整備費、事業１、橋りょう整備事業費でご

ざいます。こちらは十文字橋の耐震補強設計業務委託、そして、関係法令の改正に

よりまして、橋りょうにつきましては、５年に一度の点検が義務化された関係で、

２１橋の点検を実施いたしました。 

 また、繰り越しの関係でございます。平成２７年度の源治橋架け替え工事第１期

工事に伴いまして、電柱１本の移設を補償いたしました。 

 次に、河川費、河川維持費、事業１、水路維持管理事業費でございます。こちら

は良好な河川維持のため、雨水調整池及び西口駅前ポンプの点検などの委託事業で

ございます。 

 雨水調整池の堆積土搬出工事や延沢４１５番地先の水門補修工事、その他、水路

の維持補修工事でございます。また、雨水調整池や堰に係る電気代も支出してござ
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います。なお、工事箇所につきましては、資料１の主要事業、資料２－１の一円費

工事費に記載しておりますので、御参考願います。 

 一つとばしましては、都市計画費、都市計画総務費、事業３、建築物耐震改修促

進事業費でございます。こちらにつきましては、地震に強い、安全なまちづくりを

推進するため、開成町耐震改修促進計画を改定いたしました。また、町要綱に基づ

く、２件の耐震診断を補助いたしました。 

 なお、決算書１１６、１１７ページで、１９節負担金補助及び交付金で、約１５

０万円程の不用額が生じてございます。こちらにつきましては、この建築物耐震改

修促進事業費におきまして、耐震診断、耐震改修工事の補助を各２件ずつ見込んで

おりましたが、実績として、耐震診断の申請が２件となった関係で、約１２０万円

程の執行残がございましたことが大きなところでございます。 

 次に、事業４、都市計画推進事業費でございます。こちらは都市計画審議会を１

回開催いたしました。また、開成町都市計画基本図の修正を行いました。  

 次に、事業５、駅前通り線周辺地区土地区画整理事業費でございます。こちらは

都市計画道路駅前通り線の未整備区間周辺につきまして、土地区画整理事業の実施

に向けて事業を予定している区域の現況測量、この区域の土地所有者に土地利用等

のアンケート調査を実施いたしました。地権者との合意形成ということでは、説明

会を１回開催いたしました。 

 一つとばしまして、事業６、産業集積促進事業費でございます。こちらは足柄産

業集積ビレッジ構想に位置付けをしております、宮台北地区について、南足柄市竹

松壗下地区と連携して事業を推進していくため、南足柄市において、整備プログラ

ム検討、地権者合意形成の支援などの業務委託を実施しており、その負担金を支出

しているところでございます。なお、南足柄市との負担割合としましては、事業予

定面積ということで、開成町の負担は、約１５％でございます。地権者との合意形

成ということでは、勉強会を３回、説明会を３回開催いたしました。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 続きまして、下水道費です。下水道事業特別会計繰出金、主に下水道事業債の元

利償還金に充てるため、一般会計から下水道事業特別会計に繰出をいたしました。  

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 続いて、公園費、事業１、公園維持管理時事業費でございます。こちらは町民の

憩いの場でございます公園を安心して利用できるよう、年間を通じて、適正に維持

管理を行ったものでございます。 

 また、開成駅前第二公園につきましては、モニュメントとして設置したロマンス

カーについて、ロマンスカーを覆っていたテントを撤去し、ロマンスカーについて

は補修の上、舗装を実施いたしました。 

 次に、事業２、公園整備事業費でございます。こちらは開成駅前公園の公園灯３

基の補修工事及び山王供養水辺公園の老朽化した水車の撤去工事を実施いたしまし

た。 
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○財務課長（田中栄之） 

 続きまして、５項住宅費、１目住宅管理費、住宅維持管理事業費です。３団地４

棟の町営住宅の維持管理を行いました。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 続きまして、８款消防費、消防費、常備消防費になります。１の広域消防推進事

業費になります。こちらにつきましては、常備消防組織でございます小田原市消防

本部における消防・救急業務等の運営費を負担し、住民の皆さんの生活の安定に努

めたところでございます。昨年度に比べまして３，６００万円程減額しております

けれども、これは前年度に比べ、退職職員が１２名から４名に減少したという状況

で、退職手当の減額によるものでございます。 

 次に、２目非常備消防費でございます。１の消防団等活動推進事業費でございま

す。非常備消防組織でございます、消防団本部、それから、７個分団の消防団員の

報酬、出動報酬、さらに平成２８年度末に退職いたしました、５年以上勤務してい

る消防団員２名に対しまして、退職報償金を支出しております。また、消防団員に

係る経費といたしまして、５年以上勤務した者に対する退職報償金、それから、公

務災害補償に対する掛け金の負担をこちらで行っています。 

 次に一つとばしていただきまして、３目の消防施設費、消防施設整備事業費でご

ざいます。前年度に比べまして、６９０万円程の増額になっておりますが、老朽化

いたしました、第１分団の小型動力ポンプ積載車を更新したことが大きな要因でご

ざいます。 

 また、昨年７月に神奈川県消防操法大会におきまして、特設第１分団が出場した

ため、ホース、それから給水管などの資器材を購入しております。このほか、消防

力の維持向上のため、消防車両、消防団詰所の点検、それから、ホース格納箱のホ

ース、街頭消火器、消火栓ホース格納箱の更新を行いました。 

 また、消防団の災害現場の情報伝達を確保するため、特定小電力トランシーバー

を購入しております。 

 資料のほう１ページをおめくりください。５４、５５ページになります。目水防

費になります。こちらにつきましては、水防時の備蓄倉庫でございます、水防倉庫

の電気代、水防対策用の土のう用の砂をこちらで購入しております。 

 続きまして、一つとばしていただきまして、災害対策費になります。２の情報伝

達体制強化事業費でございます。防災行政無線の点検及びバッテリーの維持管理を

行いました。また老朽化した、上延沢地区にございました、防災行政無線の屋外子

局の放送塔を新たに上延沢自治会館の敷地内に建て替えを実施いたしました。 

 次に、３の地域防災力強化事業費でございます。これは主に防災安全専門員の賃

金、また、地域の防災リーダーを育成するため、防災講座を６回実施いたしており

ます。 

 一つとばしまして、４の災害対策推進事業費でございます。災害時に必要な資機

材、備蓄食糧など、整備を行いまして、また、災害時用指定井戸の水質検査等を実
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施しております。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きましして、教育費へ移らせていただきます。教育総務費、教育委員会費でご

ざいます。１、教育委員関係費、毎月１回の定例の教育委員会を開催しまして、教

育に係る重要事項について議論を行いました。教育委員４名の報酬を支払っており

ます。 

 ２、経常的一般管理費、こちらにつきましては、開成町教育要覧の印刷、教育委

員、教育長が出席する会議等の負担金を支出してございます。 

 続きまして、２目事務局費でございます。２、経常的一般管理費、こちらは園、

学校全体に係るものといたしまして、あと教育委員会事務局の円滑な運営をという

ことで、学校、幼稚園、教育の向上、幼児、児童、生徒の健全な育成を目指しまし

て、学校教育事務の効率的な処理に努めたところでございます。 

 続きまして、３、就園・就学関係費、学校生活を送る上で、特別に配慮が必要と

思われます、園児、児童、生徒につきまして、通年での就学相談や発達検査を行い

まして、その子にあった支援を講じておるところでございます。 

 ４、育英奨学金関係費、優良な生徒で、経済的理由から高等学校への就学が困難

なものに対しまして、奨学金の貸付を行いました。今回については、４名から返還

金を受けた者を、基金へ積立を行っているところでございます。 

 ５、適応指導教室運営事業費でございます。不登校児童・生徒を対象としまして、

細やかな教科指導、臨床心理士を入れますカウンセリング等を行ってございます。

学校復帰へ目指したところでございます。なお、民間の施設を借り上げて、今のと

ころ事業を行ってございます。 

 一つとばしまして、７、ふれあい教育等研究推進事業費でございます。こちらは

各園、学校やそれぞれ研究テーマを定めまして、これに沿って、調査研究を行って

おります。こちらによりまして、教職員一人ひとりの意識改革や資質の向上に結び

付いている事業でございます。 

 １ページおめくりいただきまして、８、国際理解教育事業費でございます。外国

人講師２名を、幼稚園、小中学校に派遣しまして、英語教育の充実と外国人に親し

みが持てるよう派遣を行ってございます。 

 また、小学校５年生を対象にしまして、留学生を派遣しまして、国際交流事業も

行っているところでございます。 

 ９、外国籍児童・生徒日本語指導でございます。外国籍児童・生徒への日本語指

導というところでございます。こちらにつきましては、対象が中国語１名、スペイ

ン語１名ということで取り組みを行いまして、保護者の連絡や教育相談などについ

てもあわせて行っているところでございます。 

 １０、心の教育相談事業費でございます。生徒の悩みにつきまして、そういった

ものを解消するために、心の教室相談員を週２日配置して、生徒の悩み等の軽減を

図っているところでございます。相談件数としては１９０件となってございます。  
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 １１番、幼小中高体験連携事業費でございます。こちらは子どもたちの学校間、

あるいは違う学校等の交流にとどまらず、教職員の先生方の交流にも役立っている

事業でございます。 

 １２番、児童・生徒安全対事業費でございます。こちらは関係機関と連携した登

校指導、下校時におきますパトロール活動、多大な協力をいただいているところで

ございます。あわせて町では、朝を中心に、幼稚園、小学校、中学校の警備管理業

務を委託しまして、子どもたちの安心・安全の確保を図っているころでございます。  

 １３番、校務用パソコン配備事業費でございます。こちら幼稚園、小中学校の先

生方が使用する公務パソコンのリース、維持管理を行っているところでございます。

パソコンを配備することによりまして、効率化を図って、先生方が子どもに向き合

う時間の確保に努めているところでございます。 

 １４番、教育改革検証会議等事業費でございます。こちらにつきましては、開成

町人づくり憲章に従いまして、各種の取組を行っております。こちらの点検評価に

より、次年度に向けた分析、提言を行っているというところで、検証委員の報償費

等の支払いを行っているところでございます。 

 １５、教育振興基金積立金でございます。こちらは寄附金を学校教育、社会教育

の振興を図るために、基金のほうに積み立てを行ったものでございます。  

 １６番、就園・就学助成事業費でございます。こちらは就学が困難な児童・生徒

の保護者に対しまして、教育に必要であります学用品ですとか、給食費の補助を行

っているものでございます。こういったことによりまして、子どもたちの安定した

生活が行われているところでございます。 

 また、私立幼稚園の設置者を通じまして、保育料を補助してございます。なお、

こちらにつきましては、本紙の１２５ページにございます、２０番、扶助費で、不

用額が１３６万３，７００円程ございますけれども、このうち１１４万円程が先程

申しました、就学援助費の執行残ということでなってございます。 

 続きまして、１７番、学力向上推進事業費でございます。こちらは教育に精通し

ました教育指導専門員を配置しまして、学校の支援を行うですとか、そう言ったコ

ーディネートを行って、学校全体の学力向上に寄与しているものでございます。  

 １８番、コミュニティ・スクール推進事業費でございます。開成町内の全学校で

実施しておりまして、住民や地域の方々が自分の学校であるという意識を持ってい

ただく中で、地域と一体した教育の実践に寄与している事業でございます。  

 １９番、土曜学校推進事業費でございます。昨年から始まりまして「あじさい塾」

として、１５講座を開催しまして、児童・生徒２４４名の参加を得ているものでご

ざいます。 

 続きまして、これから開成小学校費に移らせていただきます。この後、共通した

項目となりますので、開成小学校費で各事業を説明させていただきまして、それ以

後、開成南小学校費からは、主要な部分について、説明をさせていただきますので、

よろしくお願いいたします。 
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 まず、１番の施設整備事業費でございます。開成小学校におきましては、非常放

送回線の改修、体育館の舞台幕の交換、ＡＥＤ１台の更新を行っているところでご

ざいます。 

 １枚おめくりいただきまして、経常的一般管理費でございます。こちらは学校の

運営を図るための光熱水費の支払い、各種機器のリースや保守点検を行っているも

のでございます。 

 ３番、学校保健衛生関係費でございます。こちらは子どもたちの健康保持増進を

図るため、各種の健康診断等を実施したものでございます。 

 ４番、学校パソコン活用推進事業費、こちらは児童用のパソコンのリース、保守

を行いまして、子どもたちが情報機器とふれあう機会を設け、情報教育の充実を図

っているものでございます。 

 続きまして、教育振興費でございます。１、教科等運営事業費でございます。こ

ちらは学校での各教科に必要な教材書備品の購入を行いまして、円滑な事業の運営

に役立てているものでございます。 

 ２番、教科外運営事業費でございます。こちらは学校の図書室の運営に係る非常

勤の雇用や学校図書の購入、あるいは授業以外の部分で、お友だちの活動する体制

づくりを支援しているものでございます。 

 ３番、各種行事開催関係費でございます。こちらは学校での入学式、卒業式、運

動会等、各事業に係る費用のかかるものでございまして、地域の方とのふれあいを

持つ機会にも役立てております。 

 ４番、経常的一般管理費、こちらにつきましては、郡の連合体育大会ですとか、

そういったものの大会関係費、各種負担金の支出、地域内の学校との連携事業を行

っているものでございます。 

 ５、学力向上推進事業費、こちらにつきましては、各園、学校に教育の資質を高

めるため、介助教員、支援員の配置を行っているものでございます。 

 続きまして、学校給食費、１、経常的一般管理費でございます。開成小学校にお

きましては、給食調理を民間委託で行っております。また、必要となります衛生用

品、調理用品等購入しまして、安全な給食の提供を行ってございます。２番、給食

施設整備事業費でございます。開成小学校におきましては、冷凍冷蔵庫１台を購入

をしているところでございます。 

 続きまして、開成南小学校に入ります。このうち、上から三つとばしまして、施

設整備事業費でございます。こちら開成南小学校におきましては、児童数の増によ

りまして、机、椅子の購入、ＡＥＤ１台の更新を行っているところでございます。  

 なお、本紙の１３２ページ、１３３ページのところでございます。開成南小学校

に係る部分でございます。そのうち１１の需用費について、１１８万円程執行残が

出ております。不用額が出ておりますけれども、このうち、８４万円程が光熱水費、

電気代となってございます。これにつきましては、新電力の切り替えというところ

で、あとその他の節電に考慮した中での、節電しておりまして、減額補正もさせて
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いただいたのですけれども、なお、ここでもまだ不用額が発生しているというもの

でございます。 

 続きまして、１ページおめくりください。上から２行目の中学校費とさせていた

だきます。学校管理費、２番の施設整備事業費でございます。文命中学校におきま

しては、体育館の雨樋の取替とあとガス警報器の交換、ＡＥＤ１台の更新を行って

いるところでございます。 

 続きまして、目の教育振興費の５番でございます。教科用図書購入費でございま

す。平成２８年度に中学校の教科書改訂に伴いまして、教員分の教科書、あと指導

書の購入を行っているところでございます。 

 一つとばしまして、学校給食費でございます。１、経常的一般管理費でございま

す。文命中学校では、非常勤給食調理員、こちらを雇用しておりまして、そちらの

賃金とあるいは必要となります衛生品等の購入を行ってございます。 

 ２番の給食施設整備事業費、こちらにつきましては、給食調理室内のオーブンフ

ードの増設工事を行いました。 

 続きまして、幼稚園費でございます。幼稚園管理費、２番の幼稚園施設整備事業

費でございます。平成２８年度に工事可能なものとしまして、大規模改修工事のう

ち、昨年度は、キューピクルの設置工事とフェンスの設置工事を行ってございます。  

 二つとばしまして、のびのび子育てルーム事業でございます。開成幼稚園の特色

でもあります、３歳児の親子を対象としたのびのび子育てルームを週１回、３歳児

のみで活動するすくすくルームを週２回実施しまして、保護者の子育てに関する相

談など、そういった支援も行っているところでございます。 

 続きまして、６番、預かり保育事業でございます。教育時間終了後に、園児を預

かることによりまして、保護者の負担軽減、子育て支援の一翼を担っている事業で

ございます。 

 １ページおめくりください。続きまして、大きなところの社会教育費へ移らせて

いただきます。社会教育総務費でございます。１番、社会教育委員関係費、社会教

育委員会議を年６回実施いたしました。教育委員会から諮問事項を受けております

ので、そちらの調査、研究を行っているところでございます。 

 ２番、生涯学習推進事業費、主に町民センターを活用した講座の開催、幼児から

中学生を持つ保護者の子育て支援としまして、３歳児学級の開催や、家庭教育学級

の開催を支援しているところでございます。 

 ３番、文化財保護事業費、こちらは会議を年５回実施しておりまして、広報かい

せいへの連載等を行っているところでございます。 

 ４番、経常的一般管理費、こちらでは、生涯学習事業や青少年育成などを進める

ために、必要となります社会教育専門員の雇用、または教育委員会所管団体の補助

を行いまして、事業への参加、協力促進を図っているところでございます。  

 ５番、青少年健全育成事業費でございます。青少年指導員が主催します各種事業

を通じまして、リーダーの育成、北海道幕別町への児童・生徒を派遣しまして、子
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どもたちの交流を深めることができております。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

 続きまして、６番、放課後子ども教室推進事業費でございます。放課後にそれぞ

れの小学校施設を活用して、体験活動等を毎週水曜日の週１回実施をしてございま

す。開成小学校においては、年間延べ１，７４１名、開成南小学校においては、年

間延べ２，５２９名のお子さんが参加してございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

 続きまして、公民館費、１、図書室運営事業費でございます。町民センター図書

室の運営に係ります非常勤の雇用、図書購入を行いまして、図書の充実と利用者の

利便性の向上を図っているところでございます。  

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

 続きまして、保健体育費、保健体育総務費、生涯スポーツ推進事業費でございま

す。町民のスポーツ振興を図るため、神奈川アスリートネットワークを活用した陸

上教室、体育協会との連携、協力によります自治会対抗競技大会の開催を補助いた

しました。 

 また、全町民を対象にしましたイベントとしまして、５月には開成町チャレンデ

ー２０１６、１０月には、かいせいスポ・レクフェスティバル２０１６を開催しま

した。また、全国大会の出場者３名に対し、トップアスリート大会出場奨励金の交

付をいたしました。 

 二つとばしていただきまして、４、スポーツ団体・指導者育成支援事業費でござ

います。スポーツ指導者を対象としましたセミナー等を開催するとともに、体育協

会、パークゴルフ協会、少年少女スポーツ団体への活動助成、また、郡総体などの

出場選手へ出場旅費の助成を行いました。 

 また、少年少女スポーツ団体に対し、関東大会出場経費の補助を交付をしており

ます。 

 続きまして、総合型地域スポーツクラブ推進事業費でございます。開成町総合型

スポーツクラブが行う、各種教室の開催等の事業運営に対する補助金を交付しまし

た。 

 続きまして、体育施設費、町民プール維持管理事業費でございます。夏季の４２

日間、町民プールの一般開放を実施いたしました。 

 １ページおめくりください。一つとばしまして、３、開成水辺スポーツ公園管理

事業費でございます。開成スポーツパートナーズを指定管理者としまして、公園の

管理運営を行い、年間１１万３，７１５人の皆様に御利用をいただきました。  

○財務課長（田中栄之） 

 １０款公債費になります。１目元金、町債元金償還金、同じく２目町債償還利子

になります。それぞれ町債に対します元金及び利子の返済に充ててございます。  

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

 次に一つとばしていただきまして、１１款諸支出金、１項公営企業支出金、１目
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水道事業支出金になります。消火栓設置費負担金でございます。消火栓設置費負担

金としまして、消火栓ボックスを１カ所交換する工事費と漏水等によります、消火

栓の緊急修繕に関する経費を負担したものでございます。 

○財務課長（田中栄之） 

 続きまして、２項、基金費に移ります。１目財政調整基金費、こちらと２目減債

基金費になります。こちらはそれぞれ利息分を積み立てたものでございます。  

 続いて、ここからは決算書で御説明をさせていただきます。決算書１５２、１５

３ページをお願いいたします。 

 １３款の予備費になります。予備費につきましては、事業の円滑な執行のため、

８３１万２７９円を各事業に流用してございます。 

 備考欄の中で、１００万円以上の金額の大きいものについて、御説明をいたしま

す。１５３ページをご覧いただきたいと思います。上から１０項目め総務費・総務

管理費・財産管理費・工事請負費へ、１３５万２，１６０円、こちらは平成２８年

９月に議場空調設備が故障してございます。ただし、大変古い機械であったため、

修理部品の手配が不可能でございました。よって新たに空調設備の設置費用として

需用させていただいたものでございます。 

 下から８項目めになります。総務費・総務管理費・町民センター管理費・工事請

負費へ１８７万９，２００円、こちらは町民センター屋外非常階段の腐食や老朽化

に対し、緊急的に補修工事を実施するために、流用したものでございます。 

 細節の説明は以上になります。 

 続いて、１５６ページをお願いいたします。実質収支に関する調書になります。

区分、金額の順でございます。 

 １、歳入総額、５５億９，１１６万４，０００円。 

 ２、歳出総額、５３億５３０万４，０００円。 

 ３、歳入歳出差引額、２億８，５８６万円。 

 ４、翌年度へ繰り越すべき財源、（２）繰越明許費繰越額５，８６４万２，００

０円、計５，８６４万２，０００円。 

 ５、実質収支額、２億２，７２１万８，０００円。 

 ６、実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入額０円。 

 次に、財産に関する調書になります。黄色い差し込みの次のページ、１５８ペー

ジをお開きください。財産に関する調書です。決算年度中に増減があったものにつ

いて御説明を申しあげます。 

 １、公有財産、（１）土地及び建物、土地公共用財産公営住宅８１３.２２平方メ

ートルの減、教職員住宅敷地のその他施設への変更により減となったものでござい

ます。 

 公園、７０.００平方メートルの減、屋敷下第一公園の面積錯誤による減でござい

ます。その他の施設、８９１.９１平方メートルの増、教職員住宅敷地のその他施設

への変更及び面積錯誤により８９５.６８平方メートルの増です。 
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 南地区ごみ収集施設面積錯誤によりまして、３.７７平方メートルの減となってご

ざいます。 

 以上の合計によりまして、通年では、８.６９平方メートルの増となってございま

す。 

 （３）出資による権利です。上から四つ目になります。社会福祉法人足柄上郡福

祉会、１００万円の減でございます。昭和６３年度に同法人の設立に伴い負担をし

ました基本財産について、同法人の合併により、存続法人に引き継ぎ処理がなされ

たことによるものでございます。 

 次の、１６０ページからの２、物品の説明は省略をさせていただきます。  

 １６３ページをお願いいたします。３、債権、４、基金の表は四捨五入によりま

して、１，０００円単位で記載をしてございます。よって、歳出決算額との比較に

おきましては、１，０００円単位で不整合となる場合がございますので、その点に

御留意をいただきたいと思います。 

 ３、債権です。（１）育英奨学金貸付金につきましては、平成２８年度中に２４

万７，０００円が返済されましたので、現在高は４８１万４，０００円です。  

 （２）国見健康保険高額療養費貸付金は実績がございませんでした。  

 ４、基金に移ります。（１）育英奨学金貸付基金、当該年度の返済分２４万７，

０００円を積み立てまして、年度末現在高は２，０８５万９，０００円になります。 

 （２）学校校舎等整備基金、８，０００万円をとりくずし、利子収入６，０００

円を加えまして、年度末現在高は２，５１７万４，０００円です。 

 （３）財政調整基金、保有しておりました有価証券５，０００万円分が満期とな

りましたため、現金預金に計上するとともに、利子収入２７万４，０００円を加え

まして、年度末残高は２億９，９５０万４，０００円でございます。 

 （４）社会福祉基金、４０万８，０００円を積み立てまして、年度末残高は９５

万９，０００円です。 

 次の１６４ページに移ります。（５）国民健康保険高額療養費貸付基金。（６）

国民健康保険財政調整基金、変動がございません。 

 （７）減債基金利子収入１万４，０００円を積み立てまして、年度末残高は１，

２８６万５，０００円です。（８）、商工振興事業基金、（９）高額介護サービス

費貸付基金変動ございません。 

 （１０）介護保険財政調整基金４，４００万円を積み立てて、年度末残高は、１

億３８４万７，０００円です。 

 （１１）教育振興基金、７３万円を積み立てまして、年度末残高は１７５万円で

す。 

 右のページ、１６５ページに移ります。（１２）あしがり郷瀬戸屋敷基金、１０

８万７，０００円を積み立て、年度末残高は５２８万７，０００円です。 

 （１３）開成の夢を育てるあじさい基金、３２万円を積み立てまして、年度末残

高が１９９万円です。 



－４０－ 

 （１４）公共施設整備基金、３億３，０００万円を積み立てて、年度末残高は６

億円です。 

 以上で一般会計の説明を終了いたします。 

○議長（茅沼隆文） 

 以上で、認定第１号 決算認定について（一般会計）の細部説明を終了といたし

ます。 

  

 


